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１．災害対策基本法に基づく防災計画の体系
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中央防災会議
（閣僚等）

指定行政機関
（中央省庁）

指定公共機関
（独法、日銀、日赤、ＮＨＫ、ＮＴＴ等）

知事

内閣総理大臣

都道府県防災会議

市町村長

市町村防災会議

策定・実施
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策定・実施

策定・実施
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防災基本計画
法３４条・３５条

防災業務計画
法３６条・３７条

防災業務計画
法３９条

地域防災計画
法４０条

地域防災計画
法４２条

各種防災計画の基本

地域の実情に即した計画

１．防災に関する総合的かつ長期的な計画の
提示 （災害対策基本法35条1項）

２．防災業務計画及び地域防災計画の重点・
基準の提示 （災害対策基本法35条2～3項）

※災対法では、防災業務計画及び地域防災計画は「防
災基本計画に基づき」策定することとされている。

防災基本計画の役割

○ 「誰が何をするか」・・・国、公共機関、地方
公共団体、住民等、防災に関わる各主体
の役割分担を明確化

○ 「どのように進めるか」・・・各主体の事務・
活動についての基本的考え方を規定

（それ以上の詳しい内容は各主体の防災
業務計画・地域防災計画等で規定）

現行防災基本計画の特徴

災害対策の全体像を国民に分かりやすく提示



２．現行防災基本計画（平成20年2月修正）の構成

第３編
風水害対策編

第４編
火山災害対策編

第５編
雪害対策編

第６編
海上災害対策編

第７編
航空災害対策編

第８編
鉄道災害対策編

第９編
道路災害対策編

第１０編
原子力災害対策編

第１１編
危険物等災害対策編

第１２編 大規模な
火事災害対策編

第１３編
林野火災対策

【自然災害各編】

【事故災害対策各編】

第１章 災害予防

第２章 災害応急対策

第３章 災害復旧・復興

第４章 津波対策

災害予防

災害応急対策

・海岸堤防、避難場所、避難路等の整備
・津波警報等の伝達のための体制、設備の充実
・ハザードマップの整備、津波防災訓練の実施等

・津波警報等の住民への周知、避難誘導の実施
等

第２編
震災対策編

第１編 総 則

第１５編 防災業務計画及び地域防災計画において重点をおくべき事項

第１４編 その他の
災害に共通する対策編
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平成19年3月

平成12年12月

防災基本計画作成昭和38年6月

昭和46年5月

平成7年7月

平成9年6月

平成12年5月

平成14年4月

平成16年3月

平成17年7月

平成20年2月

昭和36年11月 災害対策基本法制定

一部修正（地震対策、石油コンビナート等）

全面修正（自然災害対策）
阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、防災基本計画専門委員会を設置して検討を行い、具体的かつ実践的な内容に修正。

阪神・淡路大震災（平成7年1月）

大幅修正（事故災害対策編の追加）
防災基本計画専門委員会において検討を行い、事故災害及び雪害を追加し、15編の構成に修正。

大幅修正（原子力災害対策編の全面改訂）
防災基本計画専門委員会において検討を行い、茨城県東海村におけるウラン加工施設臨界事故への対応及び原子力災害
対策特別措置法の施行に伴う修正。

一部修正（中央省庁等改革に伴う修正）

大幅修正（風水害対策編及び原子力災害対策編）
防災基本計画専門調査会において検討を行い、風水害対策に係る関係法律の整備を踏まえた修正及び原子力艦の原子力
災害に関する修正。

一部修正（震災対策編） 東南海・南海地震基本計画の決定にあわせた修正

一部修正（自然災害対策各編）
前回修正以降の防災上必要な措置について修正（国民運動の展開、地震防災戦略の策定、避難支援の強化等）

一部修正（防衛省設置に伴う修正）

一部修正（各編）
前回修正以降の防災上必要な措置について修正（緊急地震速報の導入、原子力災害対策強化等）

今回の修正（予定）

東日本大震災（平成23年3月）

３．防災基本計画作成・修正の経緯
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